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Abstract
In-service teacher training has been one of the crucial issues in 
order to improve the quality of education in Japan．Despite the time 
and energy expended both by the Ministry of Education and the local 
boards of education, adequate improvement has not been attained．
It is suggested that a new paradigm shift should be needed from the 
convention of dispatching limited number of Japanese teachers of 
English (JTE) mainly to English-speaking countries to a new approach 
of training far more numbers of JTEs in educational institutions in other 
Asian countries． JTEs will be able to share an opportunity to discuss 
challenges of their educational concerns on the basis of the same 
commonalities together with their counterpart teachers residing in some 
other Asian countries．Since Asian countries have experienced rapid 
development of pluriculturalism and plurilingualism just as in Europe and 
the USA, there exist major advantages in holding international recurrent 
training programs for in-service English teachers in Asia: language 
teachers’ raising awareness of diversified cultures and languages in 
Asian neighboring countries, reasonably lowering cost for conducing in-
service training programs, and JTEs’ liberation from the metal constraint 
of conforming to linguistic norms which non-native English speaking 
teachers are inevitably constrained by. The implementation of this new 
type of teacher training should be realized through mutual cooperation 
among the ministers of education in Asian, particularly in terms of 
fi nancial support and manpower logistics．
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1. 　はじめに
教師教育は英語教育において「古くて新しい」課題であり、依然として重大
な懸案事項である（日本教師教育学会 , 2008）。
わが国では、1808 年に英国軍艦が長崎に侵入してから国防上の必要から外
国語学習の機運が高まったことに端を発し、現代に至るまで多くの問題を抱え
てきた。とりわけ外国語教育に携わる教師は、国を取り巻く国際情勢、国家戦略、
教育行政方針の変化により、その役割や存在の軽重を大きく問われる職務を担っ
てきた。
昨今では学校組織を支える教員個々の自主的な働きが注目されることが多
く、その自律性尊重の機運が次第に高まってきているような錯覚を覚えるが、
時代の動きや社会の変化に応じた対応力を求められる外国語担当教師の立場は、
わが国に限って言えば、未だに大きく変わるところがない。とりわけ、中等教
育段階の英語教師の「資質能力」に関しては期待度が増し、昨今では世論の大
きな関心の的となっている（文部省 , 1987, 1997）。
　このような言語教育に係わる教師に関する根源的な課題を念頭に、昨今の
地球規模の問題を展望すると、世界的な経済不安、温暖化による異常気象、偏
在する人口の急増、ICT 器機普及による情報の伝播拡散、国境ボーダレス化に
より加速された人的移動、富裕層と貧困層の格差等々から生ずる課題が目立つ。
人類がこれまでに営々と蓄積した既存の知識や技術では、必ずしも円滑に解決
できるとは限らない局面を迎えている。
未だかつてない難問を抱える 70 億人を超える地球市民が、激しい時代の変
化の中で共存していくためには、異なる民族・言語・文化を互いに認め尊重す
る寛容性を身につけ、人類が叡智を総動員することが求められている。21 世紀
のこの時期に地球市民が直面している課題である「国際協調」「共存共栄」を実
現しなければならない喫緊の課題は、言語・文化・教育の視点から次の５点に
集約される。
（１） 地球社会は複文化・複言語で構成されているという認識の共有化
（２） 複文化・複言語の視点から English as an International Language
 （EIL）による相互理解の促進
（３） 政治覇権・経済闘争による収奪関係から協調共生への転換
（４） 異文化・異言語を尊重し理解し合う態度の涵養
（５） 自国の文化・言語の価値を尊び発信する力の強化
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　これら喫緊の課題の解決に迫られている昨今では、特に言語教育に携わる
当事者としての責務は極めて重い。とりわけ学校組織の一員となっている教員
の場合は、言語教育を通して何を伝達・育成すべきかについて明確な理念を持ち、
自らの責任と判断に従って研修（研究と修養）を重ね、社会から寄せられてい
る高い期待と要求に応える義務を負っている（文部省 , 1949）。言語に係わる教
育職員としての職務は、政府が打ち出す方針に基づきながらも、単に言語能力
を教えるにとどまらず、地域社会の特性等を顧慮しつつ、指導法を微調整しな
がら教授内容の重点の置き方を変えていく必要がある。
学校の教育現場が処理することが求められている課題は、教科指導だけに限
らないことは言うまでもない。多種多様に及ぶ事象や事柄に対応する義務が教
員に課される時代は未だかつてなかった。このような教育環境の中で、教員は
自らの教育信念に基づいて職務を遂行するために膨大な時間とエネルギーを費
やしながらも、日々学習者と向き合う「立ち位置」を明確にすることが出来な
いまま、教科指導以外の校務に忙殺されつつ、日々の教育活動を実践している
のが実態である（英語教員研修研究会 , 2001）。
各国・民族・階層を巻き込んで進行するグローバル化社会に出現している複
文化・複言語に対する認識が高まる中で、地球市民の融和と英知を高める触媒
となる言語教育の専門家として、英語教師が研修研鑽を積み自らの「資質能力」
の向上を高めて行くことは、その職責の重要な部分を占める。求められる職責
を全うするには、どの学校教育段階の教員にとっても分岐点が存在する。問題
意識を絶やすことなく研修の機会を捉えて積極的に立ち向かうのか、あるいは
現状への自己肯定という領域に留まるのか。その捉え方によって教育職員専門
家として採るべき方向が大きく変わってくる。わが国では教員が負っている仕
事量や教育環境（勤務条件）は、校種や教育段階により差異があり、一般化す
ることは危うさを伴う。しかしわが国の現職教員に求められる研修は諸外国と
比較して、総体的には強制的な規制はさほど多くはないものの、教員の教職生
涯を通して研修機会の担保が脆弱であり、研修内容の系統性や計画性が十分で
はなく、所期の目的を達しているとは言い難い。
　年々要求度の高くなっている教師の研修は、個人的の任意で行う「自主研
修」と公的機関が主体となって行う「公的研修」に大別される。教員の任意の
自由選択が生かせる校外での「自主研修」でも、最近では学校管理体制が強化
される傾向が強く、限定された数の専任教員で運営されている教育現場が増え
ており、研修意欲の高い教員でさえ、研修に出やすいとは限らない学校が少な
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くないのが現状である。
　本論では、上記の現況に鑑み、教育立国を目指して今後も教職キャリアを
通して継続的に求められる英語教員の資質向上のための研修の問題を中心に論
じ、それと同時に、これまで海外の教育政策や言語教育政策の変動を振り返り
ながら、国内を中心に実施されてきた外国語教員研修、特に英語教員研修の改
善に関する示唆を取り入れつつ、これからの望ましい研修の形態や目指すべき
方向性を探りたい。
2.　教育政策・言語教育改革
主として、今日注目を集めている複言語・複文化という視点から、まず国内
外の教育政策と言語教育改革を概観する。
2.1.　わが国の動向
幕末・開国の黎明期から明治、大正、昭和、平成に至るわが国の外国語教育
政策と外国語学習熱を通覧すると、各時代の外国との関係による国際情勢に影
響されて一定の周期現象が見られるが、それと同時に国家の言語政策として異
言語・異文化に顧慮する姿勢が欠如している時期が長かった。特に、蘭学から
英学を主とする慶應義塾が創設された 1868 年前後から顕著になった英語に対
する国政の動きに限定すれば、「親英」（英語教育推進・強化）と「反英」（英語
教育反対・排斥）の周期的な波動が存在する。その捉え方は研究者によって差
があり必ずしも均しくはないが、少なくとも今日まで数回にわたり繰り返され
てきている（大谷 , 2007a）。
第一波動期：明治初期に初代文部大臣森有礼による「英語国語化論」（1973）
や「英語教育強化論」（1885）が提唱され、西欧風俗文化を具現した鹿鳴館の
建造に象徴される英語熱が明治 20 年代前半まで続く。しかし、この外国語教育
奨励策は第６代文部大臣井上毅による「国語尊重論」（1893）によって方向転
換が行われた。その後日清戦争の勝利（1895）と日露戦争の講話条約締結（1905）
を経て、明治末には尋常中学校の外国語は英語が中心となる揺り戻しが起きた。
第二波動期：大正期に入り第 25 代文部大臣大岡育蔵の「中学校より必修外
国語科を排除すべし」の方針が出されと「英語存廃論」が再燃（1916-17）し、
中学校の外国語は「英語、ドイツ語、またはフランス語」となった。大正末期
（1924）には杉村楚人冠の「英語追放論」、戸川秋骨の「中学から英語追放論」
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が発表され、米国が日本からの移民を禁止する「移民法改正」（1924）を頂点
として英語排斥、英語無用論等の勢いが増した（1924）。この動きは昭和期に
入り、更に藤村作等によって「英語科廃止論」（1927）に引き継がれた。
第三波動期：昭和前期では日本帝国陸軍が満州全土を占領する満州事変
（1931）に端を発し軍国主義が加速し、日中戦争（1937-45）、太平洋戦争
（1941-45）が勃発した。この国際情勢を反映した形で、満州事変前後は外国語
科目に支那語（現在の中国語）が加えられ、中国語学習熱が髙まった。日中戦
争中に、藤村作が再度「中学校英語科全廃論」を発表したが、戦時下でも文部
省は中学校における英語の全廃には踏み切らなかった。しかし、太平洋戦争中
に英語は「敵性語」として排斥され、国民学校令（1941）の発布により、中学
校での英語授業の削減ないしは全廃が進んだ。
第四波動期：第二次世界大戦終了後（1945）は、日本国憲法と教育基本法が
発布され文部省の学習指導要領英語編試案（1947）の方針により英語が実質的
に必修化とされたが、それに異論を唱える加藤周一・臼井吉見等が「英語義務
教育化反対論」（1955）を発表した。これと対立する形で、「教養英語論」の立
場から英語教育を擁護する学者等が加藤・臼井達と論争を行った。
第五波動期：1960 年代に入り文部省から第 1 回「教育白書」（1960）が公
表された。またアジア圏初の東京オリンピック夏期大会が開催され、「役立つ英
語」への関心が強くなり国民レベルでの英語学習熱が高まった。このような社
会的背景の中で、当時の参議院議員平泉渉と上智大学教授渡部昇一による「英
語教育大論争」（1975）が起こり、それぞれ「使える英語教育の推進」と「教
養を高める英語教育の意義」の立場から論陣を張った。
第六波動期：その後、内閣総理大臣諮問で発足した「21 世紀日本の構想」懇
談会答申で、日本人に日本語と英語を日常的に併用させる「英語第二公用語化論」
が提案されて賛否両論に分かれた議論が行われた（文部省 , 2000）。翌年に文部
省が文部科学省（以降文科省）へと改編され「『英語が使える日本人』の育成の
ための行動計画」が打ち出され（文科省 , 2003）、現在では「親英」の動きが加
速されている状況にある。
これらの波動現象からも自明であるが、多くの EFL/ESL 言語環境にある諸外
国の言語政策の例に漏れず、わが国の英語教育もそれぞれの時代の国際関係や
経済的利害関係によって、言語政策が変化してきた。この現象は、わが国が自
国文化・言語によってアイデンティティーを確立したいという希求の現れと捉
えられる一方、国際関係の観点からすれば、時代の変動によって生じる他国と
の力関係の中で生き残るための模索と苦悩の姿を示しているとも考えられる。
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直近の「親英」に傾斜した英語教育の動きとしては、2002 年に「『英語が使
える日本人』の育成のための戦略構想－英語力・国語力増進プラン」の発表、
翌年には「行動計画」として実施され、英語教師にはコミュニケーションの育
成を図る授業を行う英語力として、英検準 1 級、TOEFL550 点、TOEIC730 点
以上という目標値が設定されたことが挙げられる（文科省 , 2002a）。この計画は、
従来の英語教育に欠如していた教育条件を整えて成果を上げるようとする構想
として、わが国の英語教育史上初の文科省による具体的改革案であった。これ
と軌を一にして、2002 年には文科省が「外国語教育の充実のための施策」が発
表され、先進的な英語教育研究を奨励する高等学校プロジェクト（SELHi）が開
始された（文科省 , 2002b）。さらに同年、小学校では「総合的な学習の時間」
の枠の中で国際理解教育の一環として外国語（英会話）に親しませる方針が打
ち出された。2008 年には「平成 20 年度学習指導要領の改訂」が行われ、それ
までの「脱ゆとりから脱却」の取り組む新方針が示され、教科横断的な言語活
動が重視されるようになった（文科省 , 2008）。この改訂によって小学校 5 学
年以上で「英語活動」の必修化が決まり、2011 年度から実施に移された。中学
校・高校においても、コミュニケーション重視の方針が継続され、高校では「授
業は英語で行うことを基本とする」方針が明示されたことが注目される（文科省 , 
2009）。
20 世紀後半、とりわけ 1980 年代前半でわが国は急激な貿易収支経常黒字
が増大する時期にありながら、政治・経済・言語・文化等を支える基盤におい
てその後の激動社会に対応できるだけの強靱さと覚悟を欠いていた（内閣府 , 
2001）。円高により輸出産業を中心に好業績の企業が相次いだハイテク景気に
後押しされ内実の伴わない十年足らずの短期間に、経済大国とバブル景気の虚
構に惑わされてしまったのだが、その間に教育改革や外国語教育をはじめとし
て遅れをとり、21 世紀末にはわが国の基盤を支えてきた第 1 次・第 2 次産業の
多くの部門においてアジア近隣諸国に追い付かれ、短期間に追い抜き去られた。
その変化と差異に国民が気づき客観視できるようになってからも、残念ながら
多くの年月が経過している。
2.2.　アメリカ合衆国とヨーロッパの動向
国外に目を転じると、ICT 技術の普及と国際的人的交流の進展によるグロー
バル化の進展はすさまじく海外諸国でも、その急激な変化に対応する必要に迫
られ、言語政策関連をはじめとした新基軸が次々に生じてきている。ここでは
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アメリカ合衆国と欧州に焦点を当ててその動向を追いながら、主として言語と
文化の両面から、欧米の教育改革と言語政策の動向を概観する。
2.2.1.　アメリカ合衆国における改革
アメリカ合衆国は、商務省人口統計局が発表した調査結果によれば、2011
年に非白人が 6,800 万人を突破し、総人口の 20％を占めている。また、白人の
出生率が非白人を下回ってきたことから、2024 年には白人人口はピークを迎え、
それ以降は下降し、今世紀中盤には有色人種が白人人口を超えるという推計が
なされている（U.S. Department of Commerce, 2012）。民族・言語・文化の多
様化・複合化が、一段と加速することは明らかであり、社会構造からアイデンティ
ティーまで従来とは大きく異なってくると思われる。
アメリカは、国家独立以前から複数の民族・言語・文化が存在し、独立時に
おいても憲法には公用語を制定することはなかった。その後も、移民を比較的
緩やかに受け入れてきた時期が長く、それぞれの多様性を認めながらも、同時
に国家としての結束性と国民のアイデンティティーを失わない方向を模索して
きた。
20 世 紀 中 盤 に 入 る と、 連 邦 法 の「 移 民・ 帰 化 法 」（Immigration and 
Nationality Act, 1952）の改正が行われ、カリフォルニア州でも「人種による土
地所有・賃借制限法」(Alien Land Laws, 1956) の撤廃に踏み切った。また、米国・
ソ連関係の冷戦中に起こった 1957 年のソビエトが人工衛星スプートニック 1
号の打ち上げに成功の “ スプートニック・ショック ” に衝撃を受けて、米国は
「国防教育法」（National Defense Education Act, 1958）により、科学技術教育
のみならず外国語教育や地域研究も大幅な予算が割かれた。さらに、「公民権法」
（Civil Rights Act, 1964）の制定と移民法」（Immigration Act, 1965）の改正を
断行し、英語を母語としない少数民族が自分の母語で教育を受ける権利が認め
られた。その後も、連邦法の「バイリンガル教育法」（Bilingual Education Act, 
1968）の制定で、州によってはマイノリティでも母語によって公教育が受けら
れることが可能になった。しかし、その後もこの連邦政府の方針に関して、積
極的支持と消極的支持の間で揺れる “ 振り子現象 ” が見られ、1974 年、1978
年、1984 年、1988 年、1994 年に「バイリンガル教育法」の改正が行われた
が、その間にこの教育法に関連する助成は増加傾向にあった（Osorio-O’Dea et 
al., 2000）。
　一方、1983 年に実施された「国際数学・理科教育動向調査」（Trends in 
International Mathematics and Science Study: TIMSS）によって基礎教育におけ
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る学力不足が明らかになり、グローバル化による国際競争の激化と米国の国際
経済の地位低下に対する危惧を背景に、政府が「危機に立つ国家―教育改革の
至上命令」（A Nation at Risk: The Imperative for Educational Reform, 1983）を
発表し、「基本に立ち返る」（Back to Basics）の教育改革に取り組むことになっ
た（National Commission on Excellence in Education, 1983）。各州単位で行わ
れてきた教育政策を、連邦政府が主導して全米で教育内容の質を向上させると
いう教育改革の方向に進み、20 世紀終盤には大統領主導による教育改革の施策
が次々に打ち出された。
第 41 代 George H.W. ブッシュ大統領は、「全米教育目標」（National Edu- 
cation Performance goals, 1989）の達成戦略として 2000 年までに達成すべき
教育目標「2000 年のアメリカ」（America 2000）を制定し、各州は教育スタン
ダードの設定と学力テストの実施を求めた（New York State Archives, 2000）。 
続く第 42 代 Bill クリントン大統領は 1994 年に教育改革に関する最初の連邦法
である「2000 年の目標：アメリカ教育法」（Goals 2000: Educate America Act, 
1994）を成立させた（National Education Goals Panel, 1999）。この連邦法は、
第２外国語を含めて２言語以上の能力を持つ生徒の割合を増加させることを目
標の１つにしている。それに符号して従来の「初等中等教育法」(Elementary 
and Secondary Education Act) を修正し、外国語学習を「国家の経済競争と安
全保障に不可欠（crucial to our nation’s economic competiveness and national 
security）」と位置づけた「アメリカ学校改善法」（Improving America’s School 
Act,1994）を制定した（U.S. GovTrack,1994）。しかし、結果は「全米教育目
標」の達成や学力の向上の改善には繋がらなかった（松尾 , 2010）。21 世紀に
入り第 43 代 George W. ブッシュ大統領の政権下では、「初等中等教育法」の改
正となる「落ちこぼれ防止法」（No Child Left Behind Act, 2001）の成立を果た
すことになる（U.S. Department of Education, 2001）。翌 2002 年からこれが施
行され新たな教育改革の取り組みが行われた。また同年には「教育科学改革法
2002」（Education Sciences Reform Act of 2002）を制定し、連邦政府教育省の
下に ｢教育科学研究所｣（Institute of Education Sciences）を立ち上げ、①教育
政策を基盤とした学力向上に関する方法の研究、②国レベルの教育プログラム
に関する評価、③エビデンスに裏打ちされた実践研究調査に対する助成、④教
育のインフラ整備・構築に対するサポートを強化している（豊 , 2012）。
このような連邦政府による教育に関する大きな改革が導入・実施される時期
と前後して、合衆国のアイデンティティーを左右する英語に関する大きな論争
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が巻き起こった。1981 年の連邦議会に英語を国の公用語とする「英語修正法案」
（English Language Amendment）が上院に提出されたのを契機に、それと対立
する形で合衆国に現存する多種の言語と複数の文化を保護・振興しようとする
動きが活発化した（Crawford, 2012）。英語話者を中心とする異質の存在に寛大
であろうとする「第二言語の擁護者（English Plus Proponents）」が漸増する一
方で、社会の主流を自認してきた国民から、他の異なる存在を「英語文化に同
化させるようとする運動（English-Only Movement）」が台頭してきた（Crawford, 
2000）。国を二分するこの論争を受けて、連邦政府はマイノリティ民族（Indians, 
Native Hawaiians, Native American Pacific Islanders）の言語・文化の尊重と保
護を推進する「ネイティブ・アメリカン言語法」（Native American Languages 
Act, 1990）を成立させた（U.S. GovTrack, 1990）。それに加えて、2001 年の
9.11 同時多発テロ事件を契機に、激化する多言語・多文化社会への対応、国家
の危機管理、ビジネス界の競争力、国際理解人材の育成を視野に入れて、この
事件の 5 年後には「就学前から大学卒業時（K-16）」までの外国語を強化する「国
家安全保障言語構想」（National Security Language Initiative Act, 2006）が打ち
出され、米国の外国語教育の在り方に強い影響力を及ぼすようになり、その構
想に係わる 3 つの重点目標が発表された（U.S. Department of State, 2006）。
① 重点言語を学習する米国人の数の拡大と低年齢からの外国語教育の開始：
 「外国語教育支援プログラム（Foreign Language Assistance Program）」
 等への支出拡充
② 重点言語を中心とする上級レベルの外国語修得者の拡大：「国家語学フ
 ラグシップ・インシアティブ（National Flagship Language Initiative）」
 等への予算増額
③ 外国語教員の数およびこれら教員のリソースの拡大：「国家言語サービス
 部隊（National Language Service Corps）」や「全米遠隔教育 e- ラー
 ニング・クリアリングハウス（Nation-wide Distance-education E-learning 
 Clearinghouse）等の構築
この構想は教育省・国務省・国防総省・国家情報長官オフィスが協力して推
進することになったことは今後のアメリカの言語教育の方向性を示している。
国民に第二言語の重要性や多言語能力の必要性を認識させ、世界における米国
の地位および知識基盤社会や国際ビジネスの国際社会での競争力を確保するた
めには “ 緊急性の高い外国語 ”（critical need foreign language）に習熟してい
る国民の数を拡大することが強調され、さらに当該言語の教育を幼稚園から大
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学卒業まで通して学習する道筋が提供されたことになり、国家戦略として外国
語教育の重要性を再確認した危機意識の結果である。21 世に入り、アメリカで
もこれまで以上に多民族社会・複合社会の様相が増幅し、国家として多言語主
義と多文化主義への対応に迫られている。
このような政策の動向と並行して注目すべきは、全米教育関係の NPO 活動
が活発化したことである。資格を有する教員の確保が急務となると同時に深
刻化した教員不足の中、教員の資質向上を図り教員免許制度の構造改革を目指
して「全米教育専門職基準委員会」（National Board for Professional Teaching 
Standards: NBTS）が 1987 年に設立された（NBTS,2012）。また、1995 年には
「全米教師教育資格認定協議会」（National Council for Accreditation of Teacher 
Education: NCATE）が教師資格認定基準の全面的に見直しを行った。この機関
は全米に 1,300 機関が教職課程を有する大学のうち、約 520 機関がこの資格認
定協議会に加入しており、幼児・初等・中等教育段階の教員の約 80％を送り出
している全米最大の非営利、非政府、自発団体である（NCATE,2012）。
教師の資質能力の向上を目的として、4 部門「専門教育プログラム」「教職
専門教育への教員志願者」「専門的教職員」「専門的教育のための教育機関」に
おける 20 基準と 69 指標を発表した。1999 年には、「全米外国語教育協会」
（American Council on the Teaching of Foreign Languages: ACTFL）が、連邦教
育省国際調査研究に関する助成金を受け、各種の言語に応用可能な汎言語的 10
段階の会話能力テストを開発し、オリジナル版 (1986 年版 )「言語運用能力基準」
（ACTFL Proficiency Guidelines － Speaking）の改訂版である「ACTFL － OPI（Oral 
Proficiency Interview）」を発表した（Breiner-Sanders et al., 2000）。これから
ますます加速する複言語社会を視野に入れた評価指標として利用されることが
期待されている。
世紀が変わる前後期において、連邦政府及び州政府、NPO 等の非政府関係団
体の動きが活発化する中で、今後のアメリカが目指す更なる教育改革及び言語
政策の動向が注目される。
2.2.2. 　ヨーロッパにおける改革
ヨーロッパでは、過去に幾多の戦乱を経てきた反省から、単なる経済統合に
とどまらず戦争再発防止を目指して 1993 年に「ヨーロッパ連合」（European 
Union: EU）を発足させた（European Union, 2012）。それに先駆けて 21 世紀
に激化するボーダレス時代の急速な進展を見据え、欧州の民主主義・法秩序の
維持・人権擁護を基本理念とする平和機構の実現を図るべく、第二次大戦後に
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は早くも 1949 年にはフランスのストラスブールに「欧州評議会」（Council of 
Europe: CoE）が設置された。外国語教育を平和教育の重要な手段として位置づ
けて、「欧州文化協定」（European Cultural Co-operation,1954）の締結と「言
語政策部局」（Language Policy Division[ 後に Unit と改称 ], 1957）が開設され
た（Council of Europe, 2012a）。欧州評議会加盟国会議では国家横断的に現代
語教育と歴史と文化を促進することが決議された（Council of Europe,2012b）。
欧州の歴史的事実である複数の言語文化が宥和共存することを認める「文化・
言語の多様性維持」の市民教育と外国語教育政策は、欧州の平和維持に向けて
単一国家のナショナリズムを超えた特筆すべき英断であった。
この教育政策の根幹をなす理念は、EU 加盟国同士の教育・文化相互交流によ
り多言語間理解を増進することを目的として、様々な教育政策・制度改革と言
語に特化した改革が推進されてきた。欧州評議会は、それらを具体的に推進す
るプログラムを運営する執行機関となっている。
1)  教育改革
●「ソクラテス」（Socrates Programme）
こ の 計 画 は、EU の 執 行 機 関 で あ る ヨ ー ロ ッ パ 委 員 会（European 
Commission）が、1994 年に 5 つの目標を掲げて創設した教育政策構想に基づ
いている（Europa, 1994）。①「全教育段階における欧州の教育レベルの強化」
②「欧州の言語知識の向上」③「全教育段階を通して相互協力と移動の促進」④「教
育の先進的取り組みの奨励」⑤「すべての教育段階で機会均等の増進を図る」。
その後の「ソクラテス第二期計画」（2000 年～ 2006 年）では 5 つの具体的プ
ログラムが実施されている：①「中等教育までの学校間の短期語学留の学支援
（Comenius 計画）」②「大学間の留学と単位認定の支援（Erasmus 計画）」③「成
人教育の支援（Grundvig 計画）」④「異言語教育の支援（Lingua 計画）」⑤「情
報技術の支援（Minerva 計画）」。2006 年までの実績としては、大学教員約 3 万人、
外国語教員を含む教員約 8 万 3000 人、大学生約 46 万人が外国への移動と交
流に参加している。2007 年からは、ヨーロッパ統合強化を目指す高等教育機関
研究者を対象とした教育・研究・省察の支援をする既存の「Jean Monnet 計画」
が加わり、「生涯学習プログラム」（Lifelong Learning Programme）という名称
の下に 2013 年まで継続される（European Commission,　2011）。
●「レオナルド・ダ・ヴィンチ計画」（Leonardo da Vinci Programme）
1995 年にヨーロッパ委員会で開始された「職業訓練の生涯学習プログラム」
52
(Lifelong Learning Programme for Vocational Education and Training) の一環と
して位置づけられている。主に労働者の技術研修や国際交流・連携及び外国語
研修の支援を行う（European Commission, 2012）。
これら 2 つのコア改革構想以外にも 4 つのプログラムが導入されている：
「ユース計画」（Youth Programme）青少年に関する短期交換留学や他分野での
ボランティア活動支援、「テンパス計画」（Tempus Programme）：UE 以外の大
学との研究交流支援、「カルチャー 2000 計画」（Culture 2000 Programme）：
文化・歴史の相互理解促進の支援、「メディア・プラス計画」（Media Plus 
Programme）：視聴覚メディア普及支援。各プログラムには数億ユーロの予算
的措置を講じられており、EU 全体の多文化間相互理解と多言語能力育成の増進
を図っている。
2) 言語教育改革
EU での改革は国レベルの政治・経済的統合だけにとどまることなく、EU 市
民に複数言語・複文化教育の機会を与えて、欧州の民主化を促進し、国の垣根
を越えて教育の向上や雇用の確保を図ろうとしている。欧州全体の文化の発展
を推進し平和を持続する大目的のために、1989 年には外国語教育改革構想の１
つとして「リングア計画」（Lingua Programme）が立ち上げられた（Hermand, 
1997）。翌 1990 年には、外国語学習の早期開始を打ち出し、EU 加盟の 12 ヶ
国の生徒は中等教育卒業時までに「母語以外に 2 言語の運用能力」（work- ing 
knowledge of two foreign languages）を習得することを目標とする言語政策が
実施された。その 2 つの外国語のうち 1 言語は ｢広範に使用されておらず、か
つ教えられることが少ない言語｣（less widely used and less taught language）
を含めることが明示された（European Commission,2010）。EU のこのような
地域言語や少数言語を考慮した複言語能力育成に重点を置くようになったの
は、1992 年にストラスブルグの欧州評議会（CoE）で採択された「ヨーロッ
パ地域言語及び少数言語に関する欧州憲章」（European Charter for Regional or 
Minority Languages）の存在が大きい（Council of Europe, 1992）。この主旨は、
1990 年後半以降も ｢ソクラテス計画や「レオナルド・ダ・ヴィンチ計画」に継
承されている。ちなみに、英国では 1992 年秋から、義務教育段階において外
国語の必修化が断行された（大谷 , 2007b）。
21 世紀を迎えたのを契機に EU と欧州評議会は、2001 年を「欧州言語
年」（European Year of Languages）と制定した。2002 年のバルセロナで開催
された欧州評議会では、多様な言語・文化の共存と交流は、EU の豊かな財産
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と捉え、複言語の能力（母語プラス 2 つの外国語の習得）を発展させること
は、現代のすべてのヨーロッパ市民にとって必要であるという提案が行われた
（Europa,2005）。現在では欧州評議会には 47 ヵ国が加盟しているが、その評
議会の言語政策は 5 つの基本コンセプトに集約されている（Council of Europe, 
2012c）。
・複言語主義（Plurilingualism）：EU 市民はすべて、各自の必要に応じて生涯に
わたり、複数の言語によるコミュニケーション能力を身に付ける権利を有す
る（All are entitled to develop a degree of communicative ability in a number 
of languages over their lifetime in accordance with their needs.）
・言語の多様性（linguistic diversity）：ヨーロッパは多言語で成り立っており、
個々の言語はすべて意思伝達及び表現手段として同等の価値を有し、欧州評
議会協定は市民が自らの言語を使用し学ぶ権利を保障する（Europe is multi- 
lingual and all its languages are equally valuable modes of communication 
and expressions of identity; the right to use and to learn one’s language(s) is 
protected in Council of Europe Conventions.）
・相互理解力（Mutual Understanding）：他言語を学ぶ機会は、異文化間にお
けるコミュニケーションと文化的差異の受容のための必須条件である（The 
opportunity to learn other languages is an essential condition for inter- 
cultural communication and acceptance of cultural differences.）
・ 民 主 的 市 民 権（Democratic Citizenship）： 市 民 の 複 言 語 能 力 は、 多 言 語
社会で展開される民主的かつ社会的プロセスに参加することを促進する
（Participation in democratic and social processes in multilingual societies is 
facilitated by the plurilingual competence of individuals.）
・社会的結束性（Social Cohesion）: 個人の成長、教育、雇用、移動、情報入手
及び文化的豊かさに対する機会の均等性は、市民が生涯にわたって言語学
習に取り組めるかにより決定される（Equality of opportunity for personal 
development, education, employment, mobility, access to information and 
cultural enrichment depends on access to language learning throughout life.）
複言語主義、言語の多様性、相互理解力、民主的市民権、社会的結束性の基
本理念を言語教育に反映すべく欧州評議会が刊行したのが『外国語の学習、教
授、評価のためのヨーロッパ言語共通参照枠（Common European Framework 
for Languages: Learning, teaching, assessment: CEFR, 2001）であり、それを
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実行するために「ヨーロッパ現代語センター」（European Center for Modern 
Languages：ECML）が設立された（Council of Europe, 2012d）。
このセンターの具体的な活動は、欧州の言語教育政策を推進し、加盟国間の
移動と言語 ･ 文化教育を促進することを目的として、CEFR の理念を実行する
教育的ツールとして考案されたのが、「欧州言語ポートフォリオ」（European 
Language Portfolio: ELP）である（Council of Europe, 2011a）。ヨーロッパ各
地において言語学習・異文化学習に使用されており、学習者の年令、学習環
境、学習目的に応じて数多くの ELP が開発された。2000 年から 2010 年まで
に、欧州評議会加盟 33 ヵ国により 118 にも及ぶ ELP が開発され「欧州言語ポー
トフォリオ認可委員会」（European Language Portfolio Validation Committee: 
EVC）の認定を受けている（Council of Europe, 2011b）。このポートフォリオは、
①言語能力を確認できる「言語パスポート（language passport）、②言語・文化
学習の経験を記録する「言語学習歴」（language biology）、③言語能力を示す具
体的な「学習成果資料」（dossier）の 3 部で構成される。多面的にこのポートフォ
リオの活用法があり、自律的な言語学習を進める機能だけでなく、中等教育修
了時の就職活用に利用されている（Little et al., 2011）。特筆すべきは「言語パ
スポート」は、EU 圏の国境を越えて就業活動をするに必要な証明となる「欧州
パスポート」（Europass）としても利用されている。この ELP は、1999 年にイ
タリアのボローニャで採択され、欧州 29 ヵ国で開始された大学教育改革であ
る「ボローニア・プロセス」（Bologna Process）の「欧州内大学単位認定制度」
（European Credit Transfer System）と連動し、「ヨーロッパ教育機関の単位互
換制度の導入」「大学教育の質保証に向けての連携協力」「高等教育内での学生・
教員・研究者の移動の促進」が骨子となっている（木戸 , 2008）。現在では、欧
州全体の国境を越えた人的交流の基盤となっている（杉谷 , 2010）。
このまた、CEFR の理念を具体的に示したのが、欧州委員会が開発した教員
養成と現職教員教育プログラムを検討するための 40 項目（チェックリストと
指標）から成る「ヨーロッパ言語教師教育プロフィール」（European Profile 
for Language Teacher Education － A Frame of Reference Final Report: EPLTE 
2004）である（Kelly et al., 2004）。さらに、これらの CEFR や EPLTE を踏ま
えて、ECML では「ヨーロッパ言語教育履修生のためのヨーロッパポートフォ
リオ」（European Portfolio for Student Teachers of Languages: EPOSTL）を開
発した。このポートフォリオは教職課程が開始された段階から教育実習を経て
教職に就く段階までの学生を対象としている。具体的には、教職履修学生が「言
語を教えるのに必要な知識と技術がどの程度修得されているかを振り返り、実
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際の自分の授業力を評価し、その進歩を自己チェックし、教授経験を記録する」
ことを目的としている。ポートフォリオの構成は、過去の言語学習経験や教職
課程や教育実習に対する期待等を記述する「個人履歴」（personal statement）、
教職課程履修中に自己の学習を振り返る 7 領域（教育環境、教授法、教授資料
の入手先、授業計画、授業実践、個別学習、学習評価）に関する 195 記述項目
から成る「自己評価」（self-assessment）、自己の個人学習と授業実践に関わる「実
践記録」（dossier）の 3 部構成となっている（Newby et al., 2007）。
このような欧米での新しい言語文化教育政策の著しい動きがあったにもかか
わらず、わが国の外国語政策は外国語（英語）となっているものの英語を中心
とする単眼思考からの脱却を果たし得ていない。むしろ英語一辺倒とも称され
る外国語教育を推進してきた感が強い。
1989 年（平成期）に行われた「学習指導要領」の改訂ではオーラル・コミュ
ニケーションが重視され、国際社会に生きるための外国語教育として英語への
傾斜が強まった（文科省 ,1989）。これを反映するように、直近では 2003 年に「英
語が使える日本人の育成に関する行動計画」が文科省から発表され、筆者枠組
みによる第 6 回目の「英語学習肯定期」の波動期に突入し、新しいキャッチフレー
ズとして「グローバル人材の育成」を掲げた（文科省 ,2012a）。しかし、その
根幹は相変わらず英語に偏重している点で、教育再建に向けた “ 国家百年の大計 ”
が必ずしも明確になっていない。
3.　わが国の外国語教育の目指すべき方向
米国や EU 諸国の教育改革・言語教育政策の動向からも推察されるように、
21 世紀のグローバル社会に生きて行く人材を育成する外国語の教員は来るべき
時代を見据えて、変化に対応する力を育成する教育に当たることが求められて
くる。日本が EFL 言語環境であり、「教室を一歩外に出たら外国語を必要としな
い」とする自己擁護的主張を墨守する限り、わが国の外国語教育は多様化の進
化から取り残され異質の価値観や発想に対して許容度の乏しい「悪しきガラパ
ゴス化現象」を増長させる流れから脱却できない。
日本の外国語教育、とりわけ英語教育の成果が上がらない理由として、教室
外で英語を使用する必然性が乏しい言語環境を挙げているが、その環境は人的
交流が大規模に進み変容してきている。2010 年に日本に来日した外国人の総
数 8,611,175 人のうち英語圏からの来訪者は 1,503,352 人（17.5%）に達し
ている。一方、同年に出国した日本人の総数は来日外国人総数の約 2 倍に登り
16,637,224 人である。国際的な人的交流の加速化が想像を超える速度で進んで
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いる。この実数は 40 年前の 1970 年における訪日外国人の約 10 倍、出国した
日本人の約 25 倍に膨らんでいる（政府観光局 , 2012）。
学校教育で行われている外国語教育に目を転じると、中等教育段階において、
英語以外の第 2 外国語を開設している学校も近年増加しつつあるが、その総数
は多くない（高等学校 729 校 [ うち私立 189 校 ]、中学校 32 校 [ うち私立 22 校 ]。
高等学校について言えば、全国の 14％弱である。履修者別に多い順に見ると中
国語、フランス語、朝鮮・韓国語、スペイン語、ドイツ語、ロシア語、イタリア語、
ポルトガル語、インドネシア語、タイ語、フィリピン語（タガログ語）、その他
になっている。履修者総数は 43,818 名である 2009 度全国高校生約 330 万の
約 1.3％に過ぎない（文科省 , 2010a）。わが国の外国語教育では英語が圧倒的
な多数を占めている。
このような現況であるが、外国語教育は方向転換を迫られている。少なくと
も現在のわが国の外国語教育で英語が大多数を占めている実情を鑑み、「複文化・
複言語の視点から English as an International Language（EIL）による相互理解
の促進」「異文化・異言語を尊重し理解し合う態度の涵養」「自国の文化・言語
の価値を尊び発信する力の強化」の視点から外国語教育に携わる者や言語教育
政策を策定する任にある者は、過去の単一外国語教育の志向から複言語・複文
化の相互理解を目指すパラダイムシフトを図り、それを反映する目標設定、教
授内容、指導法の実現を達成できる条件を整えていくことが、これからのわが
国の行く末を左右する最重要課題と認識すべきである。
3.1.  　英語教員に期待される資質能力
今日のように、世界各国を巻き込んだ情報化が進み、人的流動性がめまぐる
しく、社会構造が変化し、それに応じて価値観が多様化する時代では、英語教員
に求められている ｢資質能力｣ も高度になってきている。教育職員養成審議会第
3 次答申では、変化の時代を生きる 21 世紀の時代に「今後特に教員に求められ
る具体的な能力」としては次の 3 点にまとめられている（文科省 , 1999）。
（１）地球的視野に立って行動するための資質能力：地球、国家、人間等に関す
る適切な理解 / 豊かな人間性 / 国際社会で必要とされる基本的資質能力
（２）変化の時代に生きる社会人に求められる資質能力：課題解決能力等にかか
わるもの・人間関係にかかわるもの（例：コミュニケーション能力等 / 社会
の変化に適応するための知識及び技能（例：外国語のコミュニケーション能
力を含む自己表現能力）
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（３）教員の職務から必然的に求められている資質能力：幼児・児童・生徒や教
育の在り方に関する適切な理解 / 教職に対する愛着、誇り、一体感 / 教科指導、
生徒指導等のための知識、技能及び態度
これを踏まえて、21 世紀の現職英語教員に強く求められる資質能力としては、
次の 6 項目が挙げられる。
１. 英語運用能力
２. 教授法・指導法
３. 教科に関する知識
４. 教材を使いこなす力
５. 生徒の能力を適性に評価する力
６. 異言語・異文化に対する理解力と寛容性
１～ 5 についての知識・力量を高めるためには、校内で行われる研修の一環
として普段の授業を通して個人レベルで行われ、また、公的研修としては「都
府県・指定都市教育委員会が主催する中学校・高等学校英語教員のための研修
が行われている。指導要領において「広い視野から国際理解を深め、国際社会
に生きる日本人としての自覚を高めるとともに、国際協調の精神を養うのに役
立つこと」が明示されているが、６の「異言語・異文化に対する理解力と寛容性」
に重点を置いて研修を行っている事例は今のところ皆無というのが現状である。
　多くの人によって度々言及されてきたことを繰り返すまでもないほどであ
るが、現在までの Second Language Acquisition や English Language Teaching
の研究の多くが、英語圏 L1 言語環境を中心に行われた研究モデルに倣う形で行
われてきた。今後はアジア圏や漢字圏の言語環境の独自性に根ざした日本の文
化・言語・教育の文脈に即した実証的研究が行われてくることが要求されている。
研究の基盤を海外に求めながら、その亜流としての研究では 21 世紀の日本の言
語教育は実態から遊離したままで借り物の域を出ないことは明かである。日本
独自の教育哲学、外国語教育理念に立った上で、海外の研究と対等に立ち向か
うことが可能になってくるわけだが、この点では脆弱であったことを認めざる
を得ない。
　その教育の根幹を形成する教員を育成し成長を促す研修を、形骸化した国
内研修や英語圏での研修から転換して、アジア近隣諸国との連携協力によって
推進する時期に至っている。
3.2. 　英語教員研修の課題
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わが国の現職英語教員の研修は、初任者研修、10 年目研修といった義務的な
研修に加え、自治体の裁量により 3 年目研修、5 年目研修、7 年目研修といっ
た様々な公的研修が実施されている。しかし、現実には、実施内容は各教育委
員会によって異なっている（トルバト , 2007；石田 , 2001）。
研修期間も現職の職務に支障をきたさないという配慮により 1 週間を超えな
いように設定されており、研修効果を上げるという視点から、実質的な研修効
果は期待できないという批判も少なくない。このような中にあって、2001 年度
に実施された文科省の「『英語が使える日本人』育成のための行動計画」により、
2003 年度から 2007 年度の 5 年間に全国の公立中学・高等学校の英語教員対
象に悉皆研修が行われた（英語教員研修研究会 , 2004）。しかし、その研修効果
の実証的な調査も十分に行われることなく、その後の英語教員研修に対して大
きな質的な変化を与えることはなかった。
義務研修は、全国の該当年数を迎えた全教員が受講することから、英語科に
特化とした研修プログラムを組むことが出来ない点が限界となっている。まし
て、中学校や高等学校の教育現場に即した教授・授業上の課題を図るような対
処法や指導得法が修得できることは期待できないのが実態である。
このような研修の実態から脱するために、各自治体の教育センターや教育委
員会が出来うる限りの努力を傾注していると思われるが、教育現場では、予算
上の限界から教員の加配も期待できないまま、各学校の当該教員は多忙なスケ
ジュールを縫うようにやり繰りをしながら研修教員を送り出しているにもかか
わらず、教育現場に直ちに還元されるような教科科目に即した研修が必ずしも
提供されていない。
3.3. 　今後の英語教員研修
　義務的に受けなければならない公的研修の印象が強い現在の研修内容を脱す
る思い切った企画として、国内に限ってきた研修場所をアジア圏の近隣諸国と
協力・連携しながら、アジア圏の教員との意見交換や交流を図るという研修の
抜本的方向転換を行うことを提案する。そのねらいは、言語、文化、民族、社
会組織、教育制度、国民性等で共通項の少なくないアジア近隣諸国の教員同士
が問題意識を確認することで、互いに共感し合い、欧米の教育研究の知見から
得られない示唆が得られる可能性が高く、相互に近似的な課題を共有すること
で、得られる智恵や生かせる教育技法を習得できるものと思われる。
3.3.1. 英語圏中心志向からの離脱
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言語の表現や行動規範を教えることが、その務めの重要な一部となっている
外国語を教える者にとっては、当該言語である母語話者の判断基準で決まる「望
ましい手本」とする “ よりどころ ” から抜け出るには言語との多くの格闘と経験
が必要となる。不完全ながらでも自分なりの非母語話者としての英語に関する
判断力や自信を持つことは容易ではない。多くの場合、最終的には English L1 
native speaker の判断に委ねるといった母語話者を過信するメンタリティーに陥
りかねない。
そこから踏み出るには、非英語母語話者との対話、それも日本語を母語話者
とする英語教師でないアジア圏の人々と意思疎通を図る機会を多く持つことで
通じ度（communicability）や理解度（comprehensibility）の境界が見えてく
る。この体験を、英語教員自身が多様に持つことで lingua franca の意義を理解
し、異文化理解の体現者となり得る。その過程で異言語にも触れる機会があり、
その経験を有することなく、教室内で英語母語話者との触れ合いだけを頼りに
異文化理解・異言語理解を語るには迫力がなくもの足りない。生徒によっては、
教員以上に、教室外で音楽や映画やインターネットを通じて、教師が提供する
断片的な異文化・異言語の情報に、すでに触れている可能性がある。つまり、
教師は、異文化・異言語の具現者として、非英語国民とのコミュニケーション
を多様に持つことで、教室内の英語学習者に迫真力を持って向き合えるのでは
なかろうか。
3.3.2. 　Outer Circle 話者同士による lingua franca 使用の意義
　アジア圏の教員同士、相互の共通語である lingua franca によって対話や情報
交換を行うことは、英語母語話者と向き合って自己の英語に対して余分な気遣
いをする呪縛から解放されて、英語のあるべき表現や言語ルールからの精神的
開放が実感できることが多く、話すべきコンテンツに大きな注意が向けられる
ことが利点となる。
EU の言語政策に象徴されるように、外国語学習者にはその母語話者を同じレ
ベルの言語運用力を求めるのではなく、母語以外の外国語によってコンテンツ
中心にコミュニケーションを図ろうとする行為そのものを重視しており、他言
語話者にとって手本となる言語の規範を産出する（norm-providing）母語話者
の存在だけでなく、その規範を自言語・文化の中で独自に発展させる（norm-
developing）第２言語話者の存在価値も認容する理念を掲げている。母語話者
の手本に合わせようとしながらも、逸脱することが避けられない規範依存型
(norm-dependent) 外国語話者に対しても寛大であろうする姿勢は非英語圏アジ
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ア諸国の外国語教育の在り方に大きな示唆を与えていると思われる（Kachru, 
1992, 2005）。
これらの国際社会では、複数の外国語を部分的であっても使用しながら国家間
の人的交流を推進し、相互の国民が人間関係性を深めていく資質・能力を持つ
人材を教育することが望まれている。その具現者として、まずは英語教員が手
本を示す存在でなければならない。
　しかし、残念なことに多くの英語教員は語彙・語法・文法を中心とした表現
の型 (form) を教えることに時間を費やさなければならない使命感の帰結として、
その規範に過度のこだわってしまい、規範からの逸脱に過敏になる一種職業病
とでも称するメンタリティーから抜け出ることを果たせない者も少なからず存
在する。これには、英語科教員に特有なものとは限らず様々な要因が絡んでいる。
日本の教育風土として、間違えることをマイナスと捉える減点評価方式で行わ
れてきたことにも由来しているし、また英語話者の母語直感（native intuition）
は到底持ち得ないという過剰な自己抑制に起因しているだろうし、さらにクラ
ス内の学習者集団が一律に同時進行的に周囲との調和を乱さず消化することが
よい学習者であるという教育理念に影響を受けているとも考えられる。
　このような誤謬や規範から逸脱することへの過剰な自意識から抜け出して、
表現やそれに付随する発想の多様性に対する寛容性になることは、教室内、そ
れも日本国内の教育現場のミクロ的な課題に固執している限り、大きな変化は
期待できない。まずは、英語の教員が国外に出て非英語母語話者と接触・対話
することが解決の鍵となろう。それも、英語教員に萎縮感や崇拝感を持たせが
ちな英語圏ではなく、英語を母語としないアジア圏諸国の教員との触れ合いが、
日本人英語教員の精神的開放を促し、「あるべき英語の規範」への過剰なこだわ
りに気づかせ、それを払拭する機会を与える助けになる。自己アイデンティテ
ィーの確立とそこから発する自己表現のジレンマや自家撞着に陥っていた事実
に気づきを与えることが、複言語・複文化が加速するこのグローバル社会にお
いて、英語教員研修を推進する最大のねらいとなろう。
3.3.3. 　近接相互作用による教育文化交流の促進
 　職域を超えた個人レベルでは国を超えた交流を行う人が増えてきており、ま
た、近年では、修学旅行や姉妹校交換留学制度に力を入れる学校や漸増しており、
アジア近隣諸国との交流に目が向けられてきている傾向が顕著になっている（文
科省 , 2010b）。
　異言語・異文化理解の基本理念は、わが国内に内在する「内なる異文化・異
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言語に対する学び」から始めることの重要性は指摘するまでもない。同様に身
近な異言語・異文化の問題として意識しておかなければならないものとしてア
ジア近隣諸国（漢字・非漢字国を含む）の存在とその交流を忘れてはならない。
その交流の意味するものは欧米諸国との交流以上に、複言語・複文化という視
点からは、極めて重いものがある。
　地理的に近いというだけでなく、アジア近隣諸国はそれぞれに欧米からの影
響を受けながらも国家として自立を成し遂げていった経緯からも、近隣諸国の
相互交流を教員レベルで行う意義は大きい。
第一義的には、まずは隣人からの友好から始めることがグローバル化社会にお
ける国際理解の一歩であるという理由が挙げられる。距離的に近隣でありなが
ら相互間に軋轢が生じ、とかく疎遠になり勝ちな「遠い存在」になることは決
してまれではない。不幸にして、域内の事情により、そのような情況が発生し
まった場合でも、そのまま放置することは、地球市民社会を構築する基本理念
に反することに他ならない。その解決に向けて国際交流を開始する意義は大き
い。さらに、あえて荒唐無稽という誹りを承知で言うならば、民族的親近性と
いう見地からも、相互に共通項を分かち合っている可能性が高い隣国・近隣諸
国の人々と交流は、まずは「隗より始めよ」の習いに従い、実行に移すことが
肝要である。複文化・複言語現象が進むグローバル社会の実現に向かい国際社
会の融和を図る第一歩として、まずは手近な位置にある近隣諸国での研修開催
は予算面でも物理的移動の面でも実現の可能性が高いことを視野に入れて企画
する価値はある。海外研修の参加教員数の増加を図るという点からも検討すべ
き選択肢である。
3.3.4. 　教育問題を共有する磁場の常設
　日本の現職英語教員研修は、前述した通り各都道府県・指定都市の教育セン
ターや教育委員会主催によるものが大部分を占めている。研修には多くの予算
が組めないという理由により、未だに国内での限定的な義務研修や任意研修が
企画されているが、1 週間以内の短期間研修となっており、研修効果が上がっ
ているとは言い難い。教育立国を目指して、研修予算の大幅な増額が望まれる。
一律でない研修企画・内容に対して競争的資金を本格的に導入すべき時機であ
る。これは、欧米の教育改革が、基本的にプロジェクトタイプである事実を名
習って開始することが急務であると考える。
　可能性の 1 つとして、研修場所を海外アジア近隣諸国で行うことが実際の候
補として検討されるべき選択肢がある。それも経費や時差といった点もさるこ
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とながら、アジア近隣諸国の英語教員同士が場所と時間を共有することで、英
語を母語としない者同士がそれぞれに抱えている問題や改善の工夫や今後の展
望について語り合いを通して、外国語教育の専門家として意見や見解を交換す
ること自体に大きな意味がある。大学・研究機関や学会レベルでの連携協力は、
すでに開始されているが、中等教育段階では、ad hoc な教職員派遣が行われて
いても継続的なものは僅少の事例にとどまっている。
　このような企画は、協力し合う海外の相手側の同意協力があって始めて成立
するものであり、各自治体だけでの自助努力には限界あるのは言うまでもな
く、政府レベルの「てこ入れ」が欠かせない。このような新プロジェクトの
事始めの突破口となる受け入れ協力相手の選定には、国家が関与するに当たり
国際政治上、出来うる限り偏向の少ないニュートラルな機関の選定をしければ
ならない。その点からまず、検討候補として考慮しておいてもよいのが 1965
年に発足した東南アジア大臣機構（Southeast Asian Ministers of Education 
Organization: SEAMEO）であり、事務局がタイのバンコクにある。アジアの教
育、科学技術、文化を通じ ASEAN 諸国間の協力を促進することを目的としてい
る（SEAMEO, 1965）。
シンガポールには、「地域言語教育センター」（Regional Language Center:　
RELC）が置かれ、外国語教育の向上を目的として 1977 年に設立された。日本は、
加盟国（11 ヵ国）にも準加盟国（7 ヵ国）に加わっておらず、SEAMEO の理事
会にはオブザバーとして出席するに甘んじている（Regional Language Center, 
1977）。SEAMEO との連携強化を図る計画は日本の大学研究機関単位では開始
されているものの、定期的に中等教育現職英語教員が派遣されには至っていな
い。
　今後日本がアジアに占める位置は政治経済上に緊密度が増すだけでなく、各
種の学術・芸術・文化交流で緊密な関係を構築する必要が高くなっている。こ
の関係性を深めることに鑑み、ただ補助金や特別賞金を拠出するだけにとどま
らず、SEAMEO に加盟国し、国家レベルでの関係性を推進していかなければな
らない時代に突入している。その協力連携関係の延長線上として、アジア近隣
諸国教員同士の相互研修を、RELC をはじめとする SEAMEO 附属の 20 研究セ
ンターが置かれている国々等において交代で開催する可能性を探る価値は十分
にある。
例えば、前述の「地域言語教育センター」以外でもシンガポール大学（National 
University of Singapore）や国立教育研究所（National Institute of Education: 
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NIE）、「教育改革センター」が置かれているフィリピンの首都マニラのデ・ラ・
サール大学（De La Salle University）、「理数教育センター」のあるマレーシ
ア・クアラルンプールのマラヤ大学（University of Malaya）、「高等教育センタ
ー」が設置されているタイバンコクのチュラーロンコーン大学（Chulalongkorn 
University）やアサンプション大学（Assumption University）、「熱帯生物学セン
ター」が位置するインドネシア・ジャカルタのインドネシア大学（University of 
Indonesia）、「職業技術教育訓練センター」が所在するブルネイ・ダラサラムの
ブルネイ・ダルサラーム大学（University of Brunei Darussalam）等々を含め、
日本の首都圏大学連合や関西大学連合が交代で研修開催を引き受けることがあ
り得る。中長期的には中国、韓国、台湾等の非加盟国も視野に入れて候補地を
広げることを提案したい。
3.3.5.　求められる英語教員研修の質的転換
　すべての教育職員に課されている義務的研修は、それぞれの教科に限定され
た特化した事情があるために、その必要性は認められ否定されるものではない。
しかし、外国語である英語科の場合は、すべての教科に共通する「ことばの力」
を育むという視点に立てば、英語担当教員の研修は特例的な扱いに値してもよ
いほど重要度が高い。これに類した言語教育重視の認識は米国でも欧州でも共
通している。つまり、言語はすべての教科の枠を越えて、教育の根幹を成すと
いう認識によるものである。これまで、アジア諸国がそれぞれ各国固有の事情
を抱えているという理由によるだけでなく、それぞれの国内における地域差を
考慮して、教育環境といった文脈に沿う形で教員研修を継続してきた。その特
性を生かした研修は継続されて然るべきであるが、今やその枠組や個別の事情
を取り払い、少なくとも英語教員研修についてはアジア圏内での開放化・国際
化を進め、域内各国の教員集団が蓄積してきた経験知・スキルの共有化を推し
進める時が到来している。その共有化の手始めとして、中核英語教員の複言語・
複文化に対する意識の変革を試みるために、まずはアジア国家間の言語教育関
係省庁責任者による協議が開始されなければならないが、その英断を行うため
の国家間協力が速やかに開始されることを期待したい。
わが国の直近の英語教員研修については周知の通り、2003 年度～ 2007 年度の
５年間年に全国の公立中等教育の英語教員対象に悉皆研修が実施されたが、国
内研修に限定されており、研修内容がもっぱら指導力の強化や英語運用力の向
上に重点が置かれたいたために、異文化・異言語理解や国際理解教育の視点か
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らの研修が希薄であった。
2003 年 3 月に策定した「『英語が使える日本人』の育成のための行動計画」に
おいて示した各種目標の達成情況を把握するために、2005 年度に実施した
「英語教育改善実施状況調査」の結果では、国内研修に参加した中学校教員は
10,805 人、高等学校教員は 3,479 人であるが、一方海外研修に参加した中学
校教員は 259 人、高等学校教員は 20 人に過ぎない。調査対象の中・高校英語
担当教員総数 54,802 人のうち、5％のみが海外研修が受けているのが実態であ
る。19 都道府県・指定都市（独立行政法人教員研修センター主催の海外派遣研
修を除く）が主催した「英語教員対象とした指導力向上のための海外研修」では、
2008 年度 44 人、2009 年度 32 人、2010 年度 36 人の実績が報告されている（文
科省 ,2005）。2001 年度から開始された ｢大学院修学休業制度｣ は、外国語（英
語）科に限らず公立学校の教員が専修免許状の取得を目的として、国内外の大
学院等で学修し、3 年を超えない範囲で休業できる制度が発足した、2011 年度
実績では海外の大学で修学している教員は 25 人であり、英語教員のほとんどが
英語圏に留学している（文科省 , 2012b）。現在、文科省が実施している「海外
教師派遣制度」は「在日日本人学校・補習校への教員派遣」「各国現地校への日
本語指導教員派遣 (REX プログラム )」「在外教育施設国際交流ディレクター派遣」
等が継続されているが、いずれも必ずしも英語教員に特化した制度ではない（文
科省 , 2012c）。
2011 年度からの新たな取組として「若手英語教員米国派遣事業」が文科省と外
務省とによる 5 億円の分担で新規事業が発足した。「若手英語教員を米国の大学
に派遣し、英語教育の教授法を学ぶとともに、米国での人的交流やホームステ
イを通じて米国の理解を深め、英語教員の英語指導力、英語によるコミュニケ
ーション能力の充実を図る」としており、派遣先は米国のみに限られている（文
科省 , 2011）。
現職英語教員の海外派遣が英語圏志向であるという旧来型の政策路線から抜け
出ておらず、21 世紀の新時代に立ち向かうわが国の英語教員研修の施策として
は、賛同しかねる方向を目指していると言わざるを得ない。
3.3.6.　継続的な海外研修の推進
　これまでの国内における英語教員研修は、主に教科指導力の向上と生徒指導・
学級運営が中心テーマであった。社会構造の仕組の変容と価値観の多様性の中
にあって、「子ども社会を映す鏡」と言われるように児童・生徒に向き合って教
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育を充実させていくには、教員は社会現象や動向を見極めながら指導内容や指
導法を調整していかなければならない。高い専門性と専門職業人としてのプロ
意識を保つためには、教職のライフステージを通して研修を継続していくこと
が求められている（久冨 , 2008）。国内でしか出来ない当該地区・当該学校に特
化した課題の解決にアクションリサーチをはじめとした教員による協働研修は
これからも従来通り継続していかなければならないが、それ以上に、21 世紀の
国際社会では海外研修の意義は、単に休職制度を利用して「海外派遣」「教育交
流」を行うだけでは済まされない社会的需要の大きいものになっている。
　上記で述べたように文科省が「大学院就学休業制度」を 2001 年度から発
足させているし、また同年からは独立行政法人教員研修センターでも 2 ヶ月
間の英米での「英語教育海外派遣研修」を実施している（教員研修センター , 
2001）。これらの制度によって海外で研修を受けられる現職英語教員は、極め
て限られているのが実情であり、この制度で海外に行ける英語教員は 47 都道
府県・指定都市から、それぞれ数名にとどまっているのが現状である。この制
度によって各学校ないし各学区から毎年 1 名程度の英語科教員が海外に派遣さ
れるようになるには、その派遣教員の補充がいつでも容易にできる「教員の加
配措置」が容易に行える条件を整えることが欠かせない。必要に応じて教員数
を補充することが実現できるように、学校単位で実働教員数を調整できる幅を
持たせることが、海外派遣研修制度を円滑に運用できるための前提条件となる。
現行のように、必要最低限の教員数で授業担当者をまかなっているのでは、「仏
つくって魂入れず」という不満や「上司の裁量」という恣意性から抜け出せな
いのではないか。
　継続的に海外研修を行う上で最大のネックは言うまでもなく費用の問題であ
る。海外研修には渡航費 ･ 滞在費も含めて多くの経費がかかる。教育予算が削
減される中で、恒常性を考慮し海外で行う face-to-face 研修の代替措置も検討し
ておくならば、例えばウエッブカメラを利用した cyber lecture や会議開催の導
入を視野に入れたいし、また Skype 等を使えば、対面式の討論や意見交換も日
常的に実現できるインフラの普及が進んでいる現況を斟酌すべきであろう。今
日では自治体教育センターや教育委員会にも、専従の情報通信ネットワークや
機器管理の職員が常駐してするようになり、彼らの協力を得れば先方の海外交
流機関との調整は容易に出来る時代になってきた。交流国の研修機関相互でい
つ会議や討論を行うかの時間的な打ち合わせが整えば、予想以上に簡便に国境
を越えたインタラクションが可能である。アジア諸国は、欧米と異なり時差が
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少ないので、今後この技術の活用が進展することが望まれる。
「教育の質は教員次第で決まる」という言い古された常套句を持ち出すまでもな
く、実のある教員養成・研修には実行性と継続性の高い施策に基づいて企画運
用を実施していかなければ、智恵技術の蓄積は到底望めない。これからの研修
には ICT 関連機器や e-learning の活用を含めて、多面的に継続的教員研修の導
入を本格化していくことを国家戦略として推し進める必要がある。
4.　おわりに
　わが国では、長い間外国語教育とりわけ英語教育には膨大な費用とエネルギ
ーを費やしてきた。先進国の科学技術の摂取や日本文化の発信という名目の下
に言語政策に工夫を凝らしてきた事実は認めるが、もはや「世界への貢献」や「欧
米とアジアの架け橋」という旗印を掲げても、その実効が上がってこなかった。
特に、文部行政者や英語教員の意識はいつの時代でも英語母語圏に大きく傾い
ていた。英語圏文学研究・地域研究に特化した少数の専門家育成には、そでの
研修を行う必然性があるが、国際語である外国語の 1 つとして英語を教える立
場にある者が、英語圏の英語規範に執着して非英語圏諸国の英語使用に目を向
けることを軽んじるとすれば、一部に限定された英語圏の英語を伝授するとい
う時代錯誤の危険性から脱することは期待できないであろう。
　言語教育では、すべての言語事象を教え切ることは不可能であるという視点
に立てば、最低限の言語に関する基準点（linguistic point of reference）を提示
することは必要であるが、それでも海外諸国で多くの異言語・異文化を担った
人々が多様に英語を運用して交流している実態を心にとめて、現場の教師が学
習者に向き合うことが一段と重要となってくる。
　その重要性の認識を深化するためにも、非英語話者との英語を最小限の規範
に基づき、非英語話者とりわけアジア諸国等の人々と言語教育の問題について
意見を交わすことが、英語母語話者への過剰な依存や過敏な規範意識から抜け
出るための原動力となる。
　21 世紀の世界は、英語圏の英語を含めた複言語・複文化傾向が猛烈な速度で
は進んでおり、今後も加速することが予測されている。この傾向は近年の米国
や欧州の動向からも明らかである。急加速するグローバル化地球市民社会にお
いて英語教員が積み上げていかなければならない責務の一環としては、アジア
近隣諸国の教員と接触の機会を積極的に得る努力をすることであろう。それと
同時に教育行政担当者は教員の人的交流を定期的・継続的に行うことを目指し
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て、現職教員研修の枠組の転換を図る必要がある。これを実現するためには文
科省と各自治体の連携により、英語教員研修に関する基本方針の転換に向けて
具体的な協議を開始することが喫緊の課題である。
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